
高等教育の市場化と政府統制
─　近年のフランスの大学改革を巡って　─
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　近年，多くの国において高等教育改革が進められてきているが，その改革の方向の一つは市場化

と言われる。市場化は規制緩和を伴い大学の自律性を高め，各機関の創意工夫や機関間の競争を促

すことなどによって，教育研究の質の向上，多様な教育研究やサービスの提供，運営効率の改善等

を目指すものである。しかしながら，多くの場合，高等教育における市場化は全面的に大学の活動

を市場に委ねるものには至らず，政府は規制緩和を行う一方で，予算配分を始めとして大枠につい

ての権限を保持しつつ，事後的な評価制度等を通じて高等教育制度の統制を維持してきた（Goede-

gebuure et al., 1993）。近年，財政緊縮の中，各国政府は高等教育を含む公役務（public service）の

戦略的提供を図るようになり（Ferlie et al., 2008），それは政府と高等教育機関の関係の再定義をも

たらすこととなった。そして，大学の自律性はもはや政府に保障された自明のものではなく，“統

制された乃至獲得された自律性（regulated or earned autonomy）”に過ぎなくなっている（Amaral et 

al., 2002）。更に欧州では超国家的枠組が形成され，他方で地方分権や社会への市民参加が推進さ

れる中で，国家（政府）－大学－市場の関係が一層複雑化している。

　本稿は，日本と同様に政府の役割の再定義が求められているフランスを中心として市場化に向け

た大学改革の取組を概観し，高等教育への市場モデル適用の課題を検討する。その上で，変化が求

められる政府統制の在り方についての考察を試みるものである。

１．先行研究と分析の枠組

　1980年代以降，世界の経済・社会が知識を基盤とするものになるに伴って，諸制度の改革が各

国で進められてきている。その中で大学は鍵となる主体（key actors）とされ，欧州ではかつてな

いほど高等教育・研究が政策の対象とされるようになった（Ferlie et al., 2008）。大学改革の手法は

多様であるが，その主たる一つは，競争原理導入や大学の自律性拡大，規制緩和を伴う市場化

（marketisation）1と言われる（Baker & Brown, 2007；Neave, 1997；OECD, 2003；Williams, 1995）。

日本においても，市場化に向けた大学改革の世的な流れに沿いつつ，1980年代の臨時教育審議会

での検討を踏まえて本格的に高等教育の規制緩和が始められ（天野 , 1999），大学設置基準大綱化

・準則化や大学組織や教員にかかる諸制度の緩和・撤廃，国立大学法人化，特区における営利企業

による大学設置・運営，21世紀 COE等の競争的資金の拡充等が図られてきた。

　こうした高等教育の市場化は，世界における福祉国家あるいは「大きな政府」の見直しに伴う政

府規模の縮小やその機能の変化に向けた諸改革と軌を一にし（井上, 2006；広田・武石, 2009；Fer-

lie et al., 2008），また，政府の責任の下で提供される公高等教育について言えば，行政改革─特に

新公共経営（new public management: NPM）の導入─と相俟って推進されてきているものである
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（Henkel, 2002）。半面，市場原理導入に対して，公共財（public goods）としての高等教育を支持

する者等から多くの批判があり，かかる批判は高等教育が主として公権力の下で提供されてきた大

陸欧州において特に大きい（Neave, 2004）。近年は，欧州委員会のリスボン戦略─ボローニャ・

プロセスはここに包含される─に則って進められる高等教育改革に対して，“新自由主義的”改革

として各方面から批判が展開されている（Charle et al., 2007）。

　しかしながら，高等教育への市場原理適用は全面的なものではなく，各制度において，政府によ

る規制及び資金提供は重要な調整装置としての機能を維持している。一部の例外を除けば，依然と

して高等教育は公共財としての性格を強く有するとされ（Marginson, 2010），疑似市場（quasi-

market）の下で提供されるに止まる。実際，高等教育の提供を市場に委ねた場合，供給不足やプロ

グラムの限定性といった課題が生じることから，何らかの形での政府の関与は不可欠とされる

（Teixeira et al., 2004）。西欧諸国では，消費者保護の観点から，補助金の対象外である営利目的の

私立高等教育機関についてもその活動の質を監視するようになっている（Weber et al., 2007）。こ

うした政府関与は高等教育に限るものではなく，競争が重視される方向で見直しが進められる福祉

国家後の社会政策全般に共通するものである（武川, 1999）。

　かかる政策見直しは，政府の役割は大学（あるいは学問）の自律性を保障するに止まるといった

伝統的なマートン社会学的定義の再検討を迫り（Ferlie et al., 2008），政府と大学間の関係に大きな

変化をもたらしてきた。但し，その在り方は一様ではなく，英国のように市場化を徹底した国があ

る一方で，フランスのように政府統制の根幹を維持した国もある。Neave（1988）は，新たな高等

教育政策について「評価国家（evaluative state）」の概念2を用いつつ，当該概念は官僚的決定によ

る規制に代わるという点では変わらないものの，その解釈は多様なイデオロギーや実践を含むと述

べている。近年の研究においても，例えば Ferlie et al.（2008）は，国の条件の相違や具体的な取組

の違い（すなわち経路依存性）等を理由に挙げて，大学改革が収斂していくことには否定的である。

　以下本稿では，日本同様に政府の統制が強かった大陸欧州，就中フランスを取り上げてその高等

教育制度の特徴を踏まえつつ，市場化に向けた取組並びにそこから生じる課題を概観する。更に公

共経営の観点から高等教育の政策運営（steering）について分析した Ferlie et al.（2008）の枠組を参

照しつつ3，政府と大学の関係を検討した上で両者の今後の在り方を可能な限り明らかとすること

としたい。

　Ferlie et al.（2008）は，従来の高等教育制度にかかる研究においては，伝統的な前述マートン社

会学的分析に加えて，大きく分けて二つの分析概念があるとする。一つは，政府に大きな役割を期

待しつつ，社会の諸利益調整と高等教育発展の方向設定の役割を政府が担うべきとするものである。

国際的競争力強化や質保証等はこうした政府の役割の一環とされる。二つ目は，大学が提供する教

育研究は公共財としてよりも商品（commodities）としての性格を強く有するとの認識の下で市場

を重視しつつ，政府の役割は市場が正常に機能するよう監視し（市場の失敗の排除），機会均等の

確保等を目的とする必要最低限の支援を行うに止まるとするものである。 Ferlie et al.（2008）は，

これまでの制度研究の多くがこれらの枠組の中に止まって，政策が取り上げられた経緯，発案・企

画者や関係者が誰であったか，政府による課題分析の在り方や解決法の構想とそれらの理論的背景

に殆ど言及せず，専ら政府と大学間の関係に止まっているとする。そして，高等教育を巡る環境の
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複雑化を踏まえて，B. クラークの描いた国家権威・大学寡頭制・市場の調整の三角形（Clark, 

1983）の再構築が必要であるとしつつ，政府機能の再定義の在り方として，管理強化，空洞化，民

主制復活の三つの改革の可能性を示唆し，更に当該再定義の主たる理論的背景として，新公共経営

（NPM），ネットワークによる統治（network governance），新ウェーバー主義を挙げた。

２．フランスにおける高等教育市場化の展開

（１）フランスにおける高等教育の市場化の進展

　フランスの高等教育制度は，政府の統制が強い中央集権的な制度として知られ（Ferréol, 2010；

Goedegebuure et al., 1993），1960年にはOECDによってソビエト連邦の制度とともに公的資金及び

集中的計画による高等教育制度の典型として示されていた（Vinokur et al., 2005）。政府が高等教育

の需要やその他の社会的要請を判断して，その提供にかかる調整や機会均等の確保，質の担保を担

うといった中央集権的制度は，特に社会党政権下で高等教育の普及・規模拡大に大きく寄与した

（Neave, 1991）。しかしながら，大幅に規模が拡大した高等教育の中央集権的統制は，1980年代

までにはその限界が誰の目にも明らかであった（Lamoure-Rontopoulou & Lamoure, 1988）。当時，

改革の考え方には，基本的に伝統的制度の根幹を維持する立場，現制度を硬直的過ぎて諸課題に対

応することができないと批判しつつより現実的な政策を求めるもの（コレージュ＝ド＝フランスに

拠点を置く研究集団等），並びに，市場に依拠した制度に置き換えることを主張するもの（ J. シラ

クの率いる政権党（Rassemblement pour la République）に近いフランス大学刷新研究会（Groupe 

d’Étude pour la Rénovation de l’Université Française: GERUF）や UNI等）の三つがあった（Neave, 

1991）。

　その最後の集団─GERUF等─は，自由主義を推進する 1986年のドバケ法案（projet Devaquet）

の起草に大きな影響を与えた（Durand-Prinborgne, 1988）。学生の強い反対運動の前に同法案は撤

回されたものの，一度改革の俎上に載せられた政府と大学との関係の見直しがその後の議論から消

えることは無かった（Neave, 1991）。既に 1984年の高等教育法（サバリ法）で設置された大学評

価委員会（CNE）が大学・政府の関係に統制による理論とは別の在り方をもたらし（Gelleni, 

2008）4，更に 1980年代末の契約政策の導入は，大学運営や教育課程編成にかかる裁量を広げるこ

とによってその自律性拡大に大きく寄与した（Dizambourg, 1997；Musselin, 2001）。実際，法人格

を有する大学は法令の範囲内で契約締結が可能であり，また，生涯教育活動や大学独自の免状の授

業料は自由に設定することができた（Belloc, 2003）。少なからぬ外部資金を得る大学も出始め，

1980年代には自然科学系の大学で外部資金を含む自己収入（ressources propres）が国からの交付金

（dotation）を上回る大学もあった（Durand-Prinborgne, 1988）。

　1990年代には，右派・左派両政権の下で，ロラン報告（Laurent et al., 1995）やアタリ報告（Atta-

li et al., 1998）など大学の自律性拡大を促す複数の政府報告書が取りまとめられた 5。アタリ報告は

ボローニャ・プロセスのきっかけとなった 1998年のソルボンヌ会合の基礎となったものであり，

その意味では大学の自律性拡大はボローニャ・プロセスの基底にあると言ってよい。ボローニャ・

プロセスに対応して，フランス国内では新しい大学教育課程 LMDが導入され（2002年），国によ
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る認証制度（habilitation）は維持されたものの
マ ケ ッ ト

教育課程編成要領が廃止されて，大学は教育課程編

成をより自律的に行うことが可能となった。その後も，競争的資金の拡充（国立研究機構

（ANR）設置やテーマ別先端研究ネットワーク（RTRA）等）が図られ，また，大学の自律性拡大

を図るフェリ法案（2003年）は撤回されたものの，その趣旨は 2007年に大学の自由と責任に関す

る法律（LRU）として実現された。このように規制緩和・競争拡大をもたらす一連の政策が採られ

てきており，その傾向はサルコジ＝フィヨン政権下で更に強まっている（大場, 2010）。

　半面，市場化に対する懸念は少なくなく6，それに向けた改革の歩みは漸次的であった（Goede-

gebuure et al., 1993；Thiaw-Po-Une, 2008）。中でも大学の自律性拡大は機関・政府の両者にとって

永年の間課題と考えられ（Musselin, 2009），上述 LRU制定は一連の大学改革の帰着点であった

（Paradeise, 2007）。他方，全てが国立である大学の改革は行政改革としての性格を強く有してお

り，政府機能の見直しを伴うものの，依然として政府が一定の役割─少なからぬ─を果たすことは

当然の前提であったことも事実である。実際，大学設立が政令事項であること，教職員の任命が政

府（高等教育担当大臣）によってなされること，学位プログラムの提供には国の認証（habilita-

tion）が必要であるといった様々な規制が維持され，市場化に向けた改革はあくまでも政府統制下

のものに過ぎなかった。

（２）政府統制の在り方の変化とその限界

　規制緩和に伴って大学の自律性が世界的に拡大していることを前節で見たが，同時並行的に別の

形で管理強化が図られてきていることが知られている（Ferlie et al., 2008）。前述のように，高等教

育の市場化は社会の変化に対応した必然的なものであったが，直接統制が困難と見た政府は市場を

新たな統制の手段として認識し，それを積極的に活用した（Dill, 1997）。すなわち，直接的な統

制から「遠隔からの政策運営（steering from a distance）」を行う間接的政策手段に転換したのであ

る（Marginson, 2010；Mok, 2007）。

　間接的政策手段は多様であるが，業績連動型資金や競争的資金の活用は最も重要な手段の一つで

ある（Herbst, 2007；Steier, 2003；Vinokur et al., 2007）。フランスにおいては 1990年代以降，人件

費等を除く大学運営費が契約政策（前述）の下で配分されているが 7，同政策実施方針の提示並び

に契約（機関契約）締結に至るまでの大学との協議を通じて，高等教育担当省は学術政策の推進，

進学率の拡大，図書館等の施設整備，公役務の観点からの地域的均衡確保といった様々な政策目的

の実現を図ってきた。また，一足早く始まった国と地方の共同計画契約（contrat de plan）は，第一

期（1984-1988）では主として将来性のあると見られる研究（生命技術，物質，電子）及び技術系

教育（技師養成及び IUT8）の発達を促し，また，第二期（1989-1993）では大学の収容力拡大をも

たらした。更に近年，目的を明確にした競争的資金が拡大してきおり，例えば，2008年に立ち上

げられた大型競争的資金プログラムであるキャンパス計画（Opération Campus）は，フランスの大

学の国際的認知度を高めるための施設整備等を図るもので，資金提供に併せて研究・高等教育拠点

（PRES）9の形成を強く促していた。

　他方，1980年代に英国で始められた新公共経営（NPM）は，2001年に制定され 2006年から適用

された予算組織法（LOLF）によって大学にもその手法が全面的に及ぶこととなった。LOLFに基
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づいて，従来から実施されていた機関契約は発展契約（ contrat de développement）から目標契約

（contrat d’objectif）と性格を変えて，大学の活動は指標を含む業績評価の対象となり10，更に資源

配分の一部が当該評価結果と結び付けられることとなった。同時に，公役務の枠組で実施されてい

た評価制度（Gelleni, 2008）の見直しが図られており，従来形成的評価に従事していた大学評価委

員会（CNE）は研究・高等教育評価機関（AERES）に統合され，学位授与権認証や研究にかかる

評価ともに統合的・総括的評価を行うこととなった。機関評価の規準（ références）や基準（cri-

tères）は CNE時代からあり11，これが大学の行動を多分に規定していたが，AERESでは評価の規

準等は多数の指標を含む詳細なものとなり，更に評価結果は予算配分にも活用されて，自律性が拡

大したとされる大学の行動にこれまで以上の制約を加えている。

　教育の評価に関しては，人件費を始めとするプログラム評価の費用が高額に上ることから，その

重点は評価の仕組に重点を置いた質保証に移行してきている（Gelleni, 2008）。しかし，緩和され

たとは言え学位授与権認証は維持されており，学位の質を国家が保証するという制度自体は変わら

ないままである。実際，高等教育担当省は，認証申請にかかる通知や各大学の実践に係る調査委員

会等の報告や勧告を通じるなどして，大学の教育活動を誘導してきた（大場 , 2008）。そして，近

年は学位授与権認証が機関契約に含まれて予算配分と一体的に運用され，予算配分を通じた誘導が

容易になっている。

　以上に見るように，フランスの高等教育制度が機関の自律性を高める方向に進んできたことは確

かであるが，それと同時に政府には直接・間接に大学を統制しようとする傾向が認められる。自律

性拡大を歓迎しつつも直接・間接の統制を継続する政府に対して更なる裁量拡大を求める声が大学

から頻繁に聞かれる12。他方で，公役務としての高等教育維持の観点から国の関与低下に否定的な

教員集団や学生団体等も無視できない存在である。その結果，同国の高等教育制度は「主人－代理

人のジレンマ」（Weber et al., 2007）に陥っていると言えよう。すなわち，自律的に活動する大学

（代理人）が政府の政策や公共財の原則に反するような行動を危惧する政府が，大学に対してその

方針に従わせるべく時には恣意的に大学運営に介入し，市場原理から乖離していく状況である。

　しかしながら，中央集権的制度の限界は既に 1980年代に認識されて地方分権が図られ，また国

の行政一般に LOLFが適用され権限分散が図られると同時に結果を重視した評価を行うこととなっ

た今日，伝統的な形での国による公役務の提供はもはや想定されていない。他の大陸欧州国におい

ては，ドイツのように大学に実質的な自律性を付与して，機関が自ら評価の方針と手続を定めて教

育研究の質の向上を図る国が出始めており（Gelleni, 2008），フランス政府が大学の自律性を現状

維持乃至小幅な拡大に止めつつ，今後とも強い統制を継続することは容易ではないと思われる。

３．複雑化する大学を取り巻く環境～欧州統合と地方分権

（１）世界化（globalisation/mondialisation）と欧州統合

　前節で政府統制の維持が困難になってきていることを見たが，Ferlie et al.（2008）が指摘するよ

うに，政府・大学間の関係に両者を超えた様々な力学が働き当該関係に本質的な変容をもたらして

いることがその背景にある。一つには，世界化が進む中，大学─主として研究大学─は学生募集や
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教員獲得，共同研究開発活動の推進等において国の枠組を超えて存在するようになり，それは大学

の自律性拡大を不可欠としている（Weber et al., 2007）。その一方で，世界規模の大学間競争や世

界大学ランキングが大学の行動に与える影響も無視できなくなっている（Marginson, 2006）。欧州

においては，それらに加えて EUやボローニャ・プロセスといった超国家の枠組が高等教育に様々

な影響を及ぼして，各国政府に制約をもたらしつつ大学の活動を直接に規定し，更には高等教育に

係る政府の権限を“侵害”するようになっている（Damme, 2002；Weber et al., 2007；Wende, 

2007）。

　研究領域においては，1983年に始められた EUの研究・技術開発枠組事業（Framework Pro-

gramme for Research and Technological Development）が 2007年以降第 7期に入っており，規模も拡

大して各国の研究・高等教育政策にも少なからぬ影響を及ぼしている。枠組事業は EUとしての優

先領域を定めて計画を募り，それに対応して各国の研究・高等教育機関が応募する。採択審査に際

しては，優先領域や計画の卓越性だけではなく，国を超えた協働が重視されており，そのことは研

究・高等教育における国際的な協力や流動性拡大を促している。フランスにおいても，高等教育担

当省が LOLFに基づく大学の評価指標に枠組事業への参加状況を含めていることに見られるように

枠組事業は無視できない存在となっている。

　他方，教育については原則として EUの権限の対象外であり，エラスムス－ソクラテス以外に目

立った活動は無かった。しかし，1990年代末から用いられるようになった開放型政策協調手法

（open method co-ordination: OMC）13は，EUが各国の教育政策─特に高等教育─に多大な影響を及

ぼすことを可能とした。OMCは加盟各国を拘束しない政策協調に過ぎないが，各国の達成度は可

能な限り数値化されて報告・公表され，必要があると判断される場合は改善勧告が出される。各国

は当該領域で遅れた国との認定を受けないよう，目標達成のための努力を行わざるを得なくなって

いる（伊藤, 2004；Gornitzka, 2007）。

　以上のように，超国家的な力学が各国政府の行動を制約しつつ，直接に大学の活動を規定するよ

うになっている。すなわち，大学が政府の手から離れていくだけでなく，その“脱国家”現象

（Westerheijden, 2007）が起こっているのである。

（２）地方分権

　大学の政府統制からの離脱は，国家を超えた“上”からの動きだけではなく，大学を地域発展に

不可欠な手段と見るようになった地方からの“下”からの動きによっても促されている。

　フランスでは，私立を別にしても，一部の課程（上級技手養成課程（STS）及びグランド・ゼコ

ル準備級（CPGE））は州（région）が所管する高等学校（リセ）に付設されている。全てが国立

である大学については，1982年の地方分権法の対象にはならなかったものの，進学率上昇に対し

て単独での対応を困難と見た政府は，1990年代以降地方と共同で受入れ拡大方策に取り組んだ。

1990年に始まった施設整備事業である大学 2000年計画（Plan Université 2000: U2000）は地方とと

もに実施され，その経費は国と地方が共同で負担した。計画実施に際しては，地域の関係者を集め

て州高等教育審議会（assise régionale de l’enseignement supérieur）を各大学区14に設けて以降 10年間

の高等教育発展計画を策定することとし，地方の意見を大幅に取り入れた各州の計画は U2000の
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実施計画として結実した。地方との協働は 1997年の右派から左派への政権（内閣）交替以降も維

持され，U2000後の大学三千年紀計画（Plan Université du 3ème Millénaire: U3M）は，国と地方の共

同整備計画である国・州共同計画契約（contrat de plan État-région: CPER）へと発展した（Soldano & 

Filâtre, 2004）。

　国と地方の関係の変化は大学の予算に現れており，大学の収入に地方自治体が占める割合は，

1980年代初めからの 20年間に 4倍に増加した15。国と地方の協働は，学生受入れ規模の量的拡大

並びに大学施設の分散化を図ることによって，進学の地理的利便性向上に大きく寄与した。この高

等教育の発展は地方の参画抜きでは不可能であったと言われ，地方の高等教育への関心を高めるき

っかけとなったが，同時に大学の地理的配分に係る国の政策（carte universitaire）を減退させ，従

来からあった地域間の不均衡を拡大することにもなった（Cytermann, 2002）。

（３）分析枠組適用の検討（試論）

　上に間接的統制手段の拡充・強化を図ることによって，規制緩和に併せて管理強化が図られてい

ることを見たが，その一方で，政府の権限は欧州統合及び地方分権によっていわば上下から浸食さ

れ，Ferlie et al.（2008）が言うところの“空洞化（hollowing out）”が起こっている。また，LRU

によって学生副学長が制度化され，管理運営評議会に地域の経済・社会関係者を入れることとされ

たことに見るように，学内外の利害関係者の参加による民主的大学運営の拡大も認められる。他方

で，大学間や産業界との連携も重要さを増し，直接に大学の行動を規定するようになっている

（Tynjälä et al., 2006）。このような変化を踏まえて，Ferréol（2010）は，この時代のフランスの高

等教育制度を連携，競争，ガバナンス（gouvernance）16に加えて，政府の中央統制が残置する「緊

張下の政策運営（régulations sous tension）」と表現した。

表　Ferlie et al.（2008）に基づくフランスの大学改革の取組の整理（試論）
凡例：NPM：新公共経営，NG：ネットワーク統治，NW：新ウェーバー主義
注：それぞれの項目に対応する取組又は理論的背景は複数に跨るが，本表では単純化のため，各項目には一つの
主要な取組又は理論的背景を充てることとした。
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フランスにおける改革の取組

管理強化 NPM
NPM

・指標の作成 NPM
・その他評価制度の強化 NPM
・競争的資金の拡大

・調査委員会による優良実践の提示

空洞化 NPM
・教育課程編成要領の廃止 NPM

NPM
・地方分権、地方の参加

・欧州委員会の諸事業、ボローニャ・プロセス

民主制

の復活 ・学外者の参加の促進

・大学運営や教員採用にかかる学外者の参加

改革の方
向

主たる理論
的背景

・AERESの設置
・LOLFによる報告義務の強化

NW
NW

・機関の自律性拡大（LRU等）

・予算にかかる裁量拡大（LOLF）
NG
NG

・研究・高等教育拠点（PRES） NG

・学生参加の拡大（LRUに基づく学生副学長の設置） NW
NW
NG



　最後に，フランスにおける近年の大学改革から代表的な取組を取り上げ17，前述 Ferlie et al.

（2008）の枠組に当てはめて整理を試みた（表）。本表から同国における取組が多様なものであり，

大学改革に様々な力学が働いていることと理解されよう。なお，Ferlie et al.（2008）は，NPM等の

三つの改革の在り方は理念形であって実際はこれらが混在した形で現れ，また，同様の施策であっ

ても異なった背景と結び付く可能性を示唆している。但し，本表の整理は試論の域を出ておらず，

今後更なる政策過程分析等を通じた精緻化が不可欠である。

４．結語

　フランスでは，近年，公共政策包括的見直し（révision générale des politiques publiques: RGPP）が

取り組まれ，行財政全般への市場原理適用が加速される中，高等教育の一層の市場化が図られてき

ている。高等教育改革を最優先課題の一つと位置付けるサルコジ政権下のフィヨン内閣は，発足早

々の 2007年 8月，LRUを成立させて，大学の自律性を大幅に拡大することとした。LRU制定後 5

年以内に全大学が同法下の新体制に移行することとされており，その完了を以て制度としての大学

自律性拡大は一つの区切りを迎えることとなる。

　市場化に向けた改革に対しては，例えば Charle et al.（2007）や Vinokur et al.（2005；2007）に見

られるように，反対運動や厳しい批判が展開されてきたが，近年は世界化の進展や不安定な就労状

況等を反映して当該活動は停滞気味である（Charle et al., 2007；Oblin & Vassort, 2005）。他方，政

府においては，規制を緩める一方で，直接的・間接的手法を用いて大学への統制維持を図っている。

その結果，LRU後の今日においても大学の自律性は中途半端な状態であり，例えば大学評価一つ

とっても質向上への支援よりも説明責任の視点を含む統制の性格が強いものとなっている（Gelle-

ni, 2008）。規制緩和と統制強化が同時に行われることは高等教育が公役務とされる国に共通して

認められ，提供される高等教育の内容が公共財としてそぐわない，あるいは市場における大学の活

動が国の目的に合致しないことを危惧する政府によって頻繁にとられる行動である（Weber et al., 

2007）。前表で確認したように，フランスの大学改革に上下からもたらされる空洞化に加えて，大

学内外の利害関係者の大学運営への参加拡大や他の高等教育・研究機関や地域社会との連携深化が

認められ，これらの要因全てが政府の統制を一層困難にしている。

　今日，世界の高等教育は非常に複雑かつ変化の早い環境に置かれ，一元的な中央統制は既に過去

のものとなり，可能な限り現場で決めるようにする，すなわち大学の自律性を拡大することが不可

避となっている。その一方で，高等教育の提供を全面的に近い形で市場に依存することは困難であ

り，実際に形成されるのは疑似市場にしか過ぎない。すなわち，何らかの形─例えば質保証─で政

府の統制が維持され，時には大学の自律性を大きく制約している。更に政府は，市場を大学の活動

を統制するための手段と見ており，場合によっては当該統制が政治動向に左右され，あるいは恣意

的に運用される虞は拭えきれない。フランスでは，高等教育の市場化は未だ試行錯誤の段階であり，

残置する政府統制への批判が強い。特に，AERESの評価実践に対して批判が多く18，形成的評価に

向けた制度見直しと評価への信頼形成が最重要課題の一つとなろう。質保証制度は当事者間の信頼

を基礎とするものであり（Weber et al., 2007），競争よりも信頼形成を中心に据えた政府統制の見

8



直しが不可欠であると思われる。

　翻って日本の場合であるが，大学設置基準の準則化や国立大学法人化等に見るように，大学改革

はフランス同様に市場化に向けて取り組まれてきた。国立大学法人化を例にとれば，法人化は国立

大学の裁量を大幅に拡大したとされるが，依然として国立大学は文部科学省の強い統制下にある

（天野, 2006）。実際，法人評価は業績評価に傾斜して改善の視点に乏しく（羽田, 2009），教育研

究の質向上よりも統制の手段として用いられている様子が窺える。近年，国立大学を始めとする日

本の大学の研究業績の低下─特に法人化以降─が危惧されているが（齋藤・松本 , 2010），その理

由として，運営費交付金削減と併せて，評価制度の整備や FDの推進といった統制強化が挙げられ

よう19。制度運営の改善は，本稿で見た通り大学を取り巻く環境が複雑化する中で困難な舵取りが

要求されているが，欧州と比べて日本では，高等教育に関して超国家機関が存在せず，現在のとこ

ろ地方分権の対象ともされていないことに鑑みて，低下しているとは言え政府の役割が大きいこと

に変わりはない。文部科学省は，当事者間の信頼関係構築─そのためには可能限り幅広い当事者の

参加が重要である─を図りながら大学の自律性拡大しつつ，その統制の在り方を再構成していくこ

とが欠かせないであろう。本稿は具体的な解決方策を提示するまでには至っていないが，今後，高

等教育の政策形成過程分析や国際比較等を積み重ねることなどによってそれについての研究が深ま

ることが期待される。

【注】

1 「市場化」は“marketisation”の和訳であるが，それに対応する仏語が欠如している。直訳すれ

ば“marchandisation”になろうが，同語には英語の当該用語にはない軽蔑的・批判的な意味が込

められており，市場化に否定的な文脈で用いられることが多い。OECDでは，Duke（2000）の

例に見られるように，その訳に“mise en place d’une logique de marché”を充てている。
2 評価国家においては，評価が政策立案に用いられるとともに，評価が事前評価から成果につい

ての事後評価となる。この変化は高等教育の目的を市場の需要に応じて再定義し，政府にとっ

て大学を規制する有効な手段となるとNeaveは指摘する。
3 Ferlie et al.（2008）を用いたのは，最近の著作の一つであり，また，フランスの高等教育（主と

して大学）が公役務として位置付けられ，公共経営の分析枠組を用いることが適切であると考

えられるためである。また，他の行政領域や企業・非営利企業等にかかる先行研究等を比較・

参照しつつ，市場化や政府による統制の在り方（あるいはガバナンス一般）についての研究が

数多く行われており（Amaral et al., 2002；Ferlie et al., 2008；Neave, 1988ほか），そうした比較

研究の有効性は立証されている。

4 但し，CNEの評価結果が国の予算配分に参酌されず，大学によっても殆ど活用されなかったこ

とから，その大学自律性拡大への寄与は限定的であった（Gelleni, 2008）。
5 この間の左右両派政権の高等教育政策の基本的性格は，市場化に向かうという点において変わ

らないと言われる（Oblin & Vassort, 2005）。
6 本稿で詳細に取り上げる紙幅はないが，2002-2003年のフェリ法案への反対運動，アレゼールの

活動等が挙げられる。また，Charle et al.（2007），Oblin & Vassort（2005），Vinokur et al.
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（2005；2007）参照。
7 契約政策の下で締結される契約（四年契約）に基づいて配分されてきた資金は，一種の競争的

資金である（Steier, 2003）。LRUによって初めて人件費総額が大学予算に組み込まれた。
8 大学 1-2年次の職業技術教育課程。
9 2006年の研究計画法によって設けられた高等教育・研究機関の連携の枠組。
10 2004年 5月 12日付高等教育局長通知。
11 CNEの規準全文が大場編（2009）に収録されている。また，LOLFの指標についても同書参照。
12 例えば，LRUに移行した大学長の会合（2010年 6月 25日於クレルモン＝フェラン）報告書

（Augé et al., 2010）。
13 具体的な目標や年毎の指針を通じた非拘束的政策協調手法。国家主権に属して欧州規模での政

策統合が困難であった分野においても，一定の協調行動をとることを可能にした（伊藤 , 

2004）。
14 教育行政区域。概ね州毎に設置されている。

15 但し，地方が大学予算に占める割合は 5.5％に止まっている。
16 「ガバナンス」は大学の自律性を前提にした概念であり（Hirsch et al., 2001），フランスにはな

い概念であった。仏語の“gouvernance”は英語からの造語である。
17 紙幅の制約からフランスの大学改革については詳述できないので，引用した筆者の論考を参照

されたい。

18 例えば，Holzschuch（2010）はAERESの指標に基づく評価を批判し，また，Trautmann（2009）

は評価手法や基準の不透明性を非難しつつAERESの廃止を主張した。
19 研究業績に影響を与える要因の解明は容易ではないが，各種調査（詫間ほか（1997）等）によ

って，大学教員が大学運営や評価，競争的資金獲得，社会貢献活動等のための業務に多くの時

間を費やして研究時間が減少・断片化していることが知られている。
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Résumé d’un document publié dans Research in Higher Education 42, mars 2011, Institut de 
recherche pour l’enseignement supérieur, Université de Hiroshima, pp 19-35.

Le passage de l’enseignement supérieur à la logique du marché et le rôle régu-
lateur de l’État: une réflexion sur la récente réforme universitaire en France
Jun OBA

De nos jours, dans de nombreux pays, on procède à des réformes universitaires. Une des 

orientations de ces réformes est de soumettre les universités à la logique du marché. La 

soumission  à une telle  logique implique des  déréglementations,  un élargissement  de 

l’autonomie institutionnelle et une mise en concurrence entre établissements, en vue de 

diversifier, d’améliorer et parfois d’optimiser l’offre de formation et de recherche des 

universités. Toutefois, dans la plupart des cas, les gouvernements n’ouvrent pas entière-

ment l’enseignement supérieur au marché, mais gardent les pouvoirs relatifs à la défini-

tion du cadre général et à la répartition des moyens, et continuent de contrôler les éta-

blissements par le biais de l’évaluation a posteriori. 

Ces dernières années, sous l’effet de la régression budgétaire, les États ont tenté d’offrir 

les services publics incluant l’enseignement supérieur de manière plus stratégique, ce 

qui a amené à redéfinir la relation État-Établissement. Par conséquent, on suppose que 

l’autonomie universitaire n’est plus incontestable et garantie inconditionnellement par 

l’État, mais qu’elle est « régulée ou gagnée » (regulated or earned). De plus, en Europe, 

sous l’influence de l’européanisation (création de l’Union européenne, processus de Bo-

logne, etc.), de la décentralisation et de la promotion de la participation citoyenne, la re-

lation tripartie État (gouvernement) – établissement – marché, définie par B. Clark, s’est 

davantage compliquée.

Cet article a pour objectif, après avoir brièvement présenté les réformes universitaires 

récentes en vue de la mise en place de principes de marché en France qui impliquent une 

redéfinition du rôle de l’État, d’analyser les problèmes relatifs à l’application d’un mo-

dèle de marché à l’enseignement supérieur, et de fournir des éléments de réflexion sur le 

rôle régulateur de l’État.
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